


















(昭和 25)年K法令用語として採用されて以後のととで毒る。〈注 1) 
翌 19 5 1 (昭和 26)年の li学習指導要領』は、教育設程を「児童や生徒が、どの学年でど
のような教科の学習や教科以外の活動に従事するのが適当で争るかを定め、その教科や教科以外
の活動の内容や種類を学年的に配当づけたもの J(注 2 )と定義し、以後との概念が急速K一般







したのは 19 7 <4 C昭和49 )年のことである。この年、文部省とOECD-CERI(経済協
力開発機構の教育研究革新センター)とは、東京で「カリキュラム開発氏関する国際セミナ-j
を開催した。 OECD-CERIはこのセミナー以前K、西ドイツのカッセル托かけるセミナー
( 1 9 7 0年6月'"'-'7月)、イギリスのノーウィッチl疋卦けるセミナー(1 9 7 1年 7月)、ア
メリカのイリノイ州になけるセミナー(1 9 7 1年 9月)、スベインのノミレンシアK卦けるセミ
ナー( 1 9 7 2年 5月'"'-'6月〉、ポルトガノレのセシンブラになけるセミナー(1 9 7 3年 4月)
北7イルランドのコールレインに卦けるセミナー( 1 9 7 3年7月〉の 6自にわたるセミナーを
開催してなり、東京K卦けるセミナーは、過去 6回のセミナーの成果の積み上げの上K開催され、
大き在成果を上げた。





(注 4) そのととは、続く主題に関する同氏の発表「カリキュラム開発の再構成 J(Develop-

























































































































うな諸点を挙げている。(注 17 ) 




















































































































































(注 1) 昭和 25年の学校教育法施行規制の一部改正Kよれそれまで使われていた教科課程
の語が教育課程と改められた。
(注2) 文部省 T学習指導要領一一般編ー(試案) ~、 1 9 5 1年、 P1 6 
(注3) 海後宗臣他編『教育学事典』第 2巻、平凡社， 1 955年
(注 4) Skilbeck， M.， the OECD/CER 1 
C u r r i c u 1um S e m i n a r s ，1 9 7 0 - 1 9 7 3 ， i n
Background paper for International 
Seminar on Curriculum Development 
i n J a p a n pp. 1.... 21， 1 9 7 4 
(注5) Skilbeck， M.， Development and 









※原田穣「カリキュラム開発になける学校の役割J上掲報告書、 pp. 2 4 6.... 2 5 8 



















(注 11 ) ζ れについては、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の、第 2 3条、第 33 
条、第 49条在どに直接の定めがある。
(注 12 ) 下村哲夫著『教育法規便覧』 学陽書房) p.33、1976年
(注 13) との点Kついては、下記の著書に略述されている。
※菱村幸彦著 r 教育課程の法律常識一教育指導の法的理解のため(IC-~
pp. 26 ._， 28、 1976年
第一法規，






さらに授業時数Kついても問 6(2)托卦いて、授業の 1単位時間は、 4 5分を常例とする
が.学校や児童の実態に即して適切に定めることを求めている。とのことは、中学校学
習指導要領にないても同様の記述があるo
〈注 15) 吉本二郎「カリキュラム研究開発の機構j文部省前掲報告書、 pp. 2 5 9"-"270 
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1 977年 4月号、 pp. 32---35 
(注 17 ) 吉本二郎、前掲論文、 pp. 26 9，.._2 70 
(注 18 ) 同、 p. 2 6 7 
(注 19 ) 同. p. 2 6 4 
(注 20 ) 問、 p. 2 6 5 
(注 21) A.アンダーソン「オーストラリアのカリキュラム開発Kなける新方向」文部省前
掲報告書、 p・ 279
(注22) 吉本二郎、前掲論文、 p. 2 6 1 
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